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原発安全神話復活、

50年代には14基新増設をうたう政府『行動指針』
原住連事務局長・新潟大名誉教授 立石雅昭

6月5日、経産省資源エネ庁原子力小委員会

は、「今後の原子力政策の方向性と行動指針

の改定案」について審議/了承し、この改定案

に対する「意見公募」が7月9日を期限として

行われた。 改定案では、第1の柱「原子力を

長期的に活用していく上での大前提」、第2の

柱「再稼働の加速・既設炉の最大限活用」、

第3の柱「次世代革新炉の開発/設置」など、6

つの柱を確認している。小委員会の資料の中

で、2040年、2050年の全電力量を1.1兆～1.2

兆ｋWhと見積もり、その二割を原発でまかな

うとし、稼働中のすべての原発を60年運転と

するとともに、原子力規制委で規制基準に適

合していると判断した原発(泊・柏崎刈羽・東

海第二)だけでなく、審査中8基(泊1．2：電発

大間：東北東通：中部電力浜岡3，4：北陸電

力志賀2：中国島根3)、さらには建設中の1基

(東電東通)も設備容量に計上している。政府/

財界の悲願であった東京電力柏崎刈羽原子力

発電所の6号機が、新潟県民と国民の危惧と不

安を無視してこの2月に再稼働したことを受け、

建設中の原発だけでなく、適合審査申請中の

原発や建設中の原発もすべて動かすことを前

提としている。その上で、不足する原発の電

力容量を試算し、2040年代に2基～5基、2050

年代までに約11基～14基を、各原発廃炉(24基

廃炉決定)跡地を中心に新増設する方針を打ち

出した。7月3日を期限に意見公募されている

「特定重大事故対処施設(テロ対策施設)」の

設置期限延長とも合わせ、再び、安全神話に

侵された原発活用を進めようとしている。

福島第一原発事故をなかったかの「行動指

針」は到底容認できない

『行動指針』では2011年の福島第一原発事

故に対する厳粛な反省がなく、あたかも事故

がなかったかのように、これからの原子力政

策を語っている。

原発事故で避難を余儀なくされ、いまだに

帰還できない人々をはじめ、事故で深く傷つ

いた人々の心を置き去りにしている。また、

事故処理の出口が未だに見えない。広域にお

よぶ放射能汚染や汚染水・処理水の問題も終

わっていない。人々の痛みと現在進行形の苦

難から目をそらしたまま「最大限活用」を口

にすることは、被災者への裏切りであり、福

島第一原発事故を風化させる無責任な行為に

ほかならない。

無責任な姿勢は、政府が福島第一原発事故

に関する国の法的責任を未だに認めないこと、

東京電力の過失に基づく責任を曖昧なままに

していることに起因している。まずは、福島

第一原発事故に対する国と東京電力の責任を

明確にし、福島第一原発事故の被害に真摯に

向き合う必要がある。

危険性を省みることなく、『原発最大限活

用』を加速させる行動指針

『行動指針』では、福島事故の教訓だけで

なく、日本の原発がかかえる危険性に真摯に

向き合う姿勢が欠落している。原発問題住民

運動全国連絡センターでは「原発の日本立地

の六重の危険」について以下のように定式化

してきた。

①技術上の危険──原発は核兵器技術のエ

ネルギー利用であり、構造的に苛酷事故(シ

ビアアクシデント)の可能性を排除できない

危険を有する。また、原発から出る放射性廃

棄物の安全な処理・処分の見通しがない(世

界共通の危険)。
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しかも、日本は「苛酷事故は起こりえな

い」として、国際原子力機関(IAEA)が勧告し

た苛酷事故対策や緊急時対策の国内実施を拒

否してきたが、福島原発事故を受けての新し

い規制基準においても、なおテロ対策等の標

準装備を義務づけることを拒んでいる(日本固

有の危険)

②経済上──欧米では原発の建設コスト、

運転コストともに再生可能エネルギーなどと

比して、最も高いとしているが、日本は最も

安いとしている。世界は原発のリスクを一定

コスト計上しているが、日本は研究開発費な

ど必要経費もコスト計上していない。苛酷事

故対策、緊急時対策に至ってはなおさらであ

る。福島原発事故を経てもこの経済上のリス

クを考慮していない。加えて、日本では原発

建設・運転が最も利益を生む総括原価方式が

とられ、原発推進の国内的機動力となってい

る(日本固有の危険)

③地質上──世界有数の地震・火山国での

立地の危険を有する(日本固有の危険)

日本列島は1995年の阪神淡路大震災をもた

らした兵庫県南部地震以来、活動期に入った

とされる。原発の耐震設計審査指針は2006年

に改定されたが、翌2007年、新潟県中越沖地

震で東京電力・柏崎刈羽原発は設計値をすべ

ての固有周期領域で大幅に超える地震動に襲

われ、日本初の「原発震災」となった。国と

電力会社はこれを受けてすべての原発の「耐

震安全性評価」(バックチェック)を行い、

2010年までに、すべての「中間報告」で「耐

震安全」宣言がなされた。しかし、その直後、

安全宣言した福島原発で苛酷事故が発生した。

この1年だけを見ても、岩手/青森などの東北

日本太平洋岸沖、南海トラフ・琉球海溝沿い

はじめ、山梨などの内陸地震など、震度3以上

を記録する地震が相次いでいる。火山につい

ても、大噴火の可能性が拭えない。

④地理上──人口過密地帯への近接・集中

立地の危険を有する(日本固有の危険) 日

本の「立地審査指針」は世界と同じく「原発

からある距離の範囲は非居住区域であるこ

と」「ある距離の範囲内であって、

非居住区域の外側の地帯は、低人口地帯であ

ること」とされてきたが、「同指針を適用す

る際に必要な暫定的な判断のめやす」で、そ

れぞれの「ある距離の範囲」が「線量」に置

き換えられ、人口過密地帯への近接立地を認

めるという詐欺的手法がとられている。加え

て、集中立地に対する制限はない。このこと

が福島第一原発で苛酷事故が連続して起き、

被害を著しく拡大した。(日本固有の危険)。

新規制基準では、この立地審査指針を、規

制基準各条にふくめたとして、全体として審

査対象外にされている。

上記、原発立地地域周辺の人口密度が相対的

に低いとは言え、日本の人口密度は高い。ひ

とたび過酷事故が起これば、なお極めて貧

弱・不十分な避難計画の下で、立地県はもと

より、隣接県民の被災・被害は膨大となるこ

とが予想される。

⑤営業上──日本の原発では、電力事業者

は事故が発生しても運転を止めないなど営利

優先の運転の危険を有する(日本固有の危険)。

軽微な事故/トラブルといえど、その軽視が

重なれば、大事故に至る。

日本の原発がかかえる上記の危険性につ

いて、政府/経産省、電力事業者が認識を改

めるとともに、国民との間で、絶えず意見を

交換しつつ、国民の安全/安心を培う努力を

なすべきである。国民の危惧と真摯に向き合

う姿勢が欠落した進め方では、原発に対する

国民の理解は得られない。

原発で生み出される「核のゴミ」の処理・

処分の具体策のない『活用』は認められない。



JNEP 公害・地球環境問題懇談会

　

4 #349/Jul.2026

日本の原子力政策の中心をなしてきた

『核燃サイクル』が、高速増殖炉「もん

じゅ」の頓挫、再処理工場の未完成、高レ

ベル放射性廃棄物の最終処分場の適地選定

など、原子力政策が行き詰まっているにも

かかわらず、『最大限活用』をごり押しす

る「行動指針」は撤回し、地球温暖化を軽

減するためにも、積極的な再生可能エネル

ギーへの転換にはかるべきである。

原発を動かすと生み出される核のゴミの処

理/処分対策は全く見通しがない。各地の原発

サイトで生み出された使用済燃料はその保管

限度に近づいている。搬出先としての青森県

六ヶ所村の再処理工場の完成は、計画以来27

回も延期され、先ほど26年度中とされていた

完成も延期やむ無しという状況になっている。

この使用済燃料から英仏で分離されたプル

トニウムの保有量は総計で約44.4トンに達し

ている。これは国際原子力機関(IAEA)が定め

る核兵器1発分の基準(8 kg)で単純計算すると

これは理論上約5,500発分以上の原爆を製造可

能な量に相当する。
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COP30の成果と課題、そしてトランプ
CASA専務理事 早川光俊

COP30の成果と課題

2025年は、気候変動枠組条約の第1回締約

国会議(COP１)から30年目、パリ協定の採択

から10年目であった。その記念すべきCOP30

が、2025年11月10日から21日にブラジルのベ

レンで開催された。ベレンはアマゾン川河口

のほぼ赤道直下の都市である。

COP30の結果は、公正な移行メカニズム

(a just transition mechanism)が立ち上が

り、気候変動対策における適応策への資金を

3倍にするとの合意、熱帯林恒久保全ファシ

リティ(TFFF)が立ち上がるなどの一定の成果

もあったが、要請されていた2035年削減目標

(NDC)の提出は122カ国とEUの締約国の3分の

２に止まった。

議長国のブラジル政府は、COP28で合意さ

れた「化石燃料からの脱却」、「再生可能エ

ネルギー容量の3倍化」などの、エネルギー

システムにおける脱化石燃料化の工程(ロー

ドマップ)の作成を強く主張し、EUやコロン

ビアなど80か国以上が、こうしたロードマッ

プの作成を支持したが、アラブ諸国などの強

硬な反対で作成されなかった。

国際交渉が後退したとは評価しないが、国

際交渉が停滞しているとの感じは否めない。

日本政府はまた化石賞

日本政府はCOP30で、また化石賞を受賞し

た。受賞理由は、①日本が、二酸化炭素回

収・利用・貯留(CCUS)、水素、アンモニアの

混焼を推進していること(これらはすべて化

石燃料の寿命を延ばすための方策でしかな

い)、②オーストラリアの先住民が住む土地

で、巨大ガス田プロジェクトに多額の資金を

提供していること、③公正な移行の議論を阻

害しているの３点である。

暴走するトランプ

トランプ大統領は、2026年1月7日、66の国際

機関からの脱退または資金拠出の停止を指示す

る大統領覚書(MEMORANDUM)を発表した。

脱退する国際機関には、気候変動問題に関し

ては、国連気候変動枠組み条約(UNFCCC)、気候

変動に関する政府間パネル(IPCC)、国際再生可

能エネルギー機関(IRENA)などが含まれている。

第2期トランプ政権は、発足当日にパリ協定

から再離脱を宣言し、その後、バイデン政権が

進めてきた気候変動対策やエネルギー対策を、

次々と転換・後退させている。石炭などの化石

燃料規制や環境規制の撤回・緩和や、電気自動

車(EV)購入補助金の打ち切り、風力発電向けの

連邦政府管理区域の貸与の停止、二酸化炭素

(CO２)の「大気汚染物質」認定の撤回、環境保

護庁(EPA)や米国海洋大気局(NOAA)、米国航空

宇宙局(NASA)などの職員や予算を大幅に削減し

ている。

象徴的なのは、ハワイのマウナロア観測所へ

の支援の打ち切りである。マウナロア観測所は

1948年からCO２濃度を継続的に観測する、世界

でもっとも長い歴史を持ち、地球温暖化研究や

国際的な気候変動対策を支える貴重なデータを

提供してきた。さすがに、マウナロア観測所へ

の予算の打ち切りは通らなかった。

トランプ大統領は、科学的知見や科学的デー

タに極めて懐疑的で、気候変動問題は「史上最

大の詐欺」であり、国連機関の「愚か者」によ

る予測は間違いだとうそぶいている。世界第２

位の温室効果ガス排出国のアメリカのこうした

後ろ向きな動きが、COPなどの国際交渉にも影

響を与えている。COP30でのNDCの提出が6割に

とどまり、ロードマップが作成できなかったこ

とは、その現れのように思う。
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全国公害被害者総行動アピール

日本にまた化石賞

政府・財界が、公害は終わったと喧伝し、

組織的・系統的な攻撃の中で、公害被害者は

厳しい逆風にさらされていた1976年6月、全国

の公害被害者がそれぞれの要求を掲げ団結し

て行われた第1回全国公害被害者総行動から今

年で51回目の総行動となりました。

公害総行動は、環境大臣との直接交渉や各

省庁・加害企業・企業連合体との一斉交渉な

どを毎年もち、情勢を切り拓いてきました。

利益追求を優先させ、国民の生命・健康をな

いがしろにし、自然環境を破壊する企業と行

政の姿勢は今も変わりはありません。

公害の原点・水俣病は、1956年5月1日の公

式確認から70年が経過しました。被害を矮小

化しようとする政府と対峙し、第2次ノーモ

ア・ミナマタ国賠訴訟のたたかいが続いてい

ます。石原環境大臣は、訪問した水俣病患者

の要望に対応する発言を翌日に撤回するなど、

今なお環境省が水俣病患者の権利を軽んじる

態度が透けて見えます。一昨年のマイク切り

問題とあわせて環境省設置の原点が忘れられ、

公害被害の救済・根絶に背を向ける政府の根

本的な姿勢そのものが問われなければなりま

せん。第2次ノーモア・ミナマタ国賠訴訟は、

現在、大阪高裁、東京高裁、福岡高裁に加え、

熊本地裁、東京地裁、新潟地裁の3高裁、3地

裁で審理が続いています。多くの被害者・原

告が亡くなっています。

政府は、新たな被害救済立法を含めた一刻

も早い全面解決を決断すべきです。

富山のイタイイタイ病患者は、一昨年夏に

最後の認定患者が亡くなりましたが、神通川

流域における住民健康調査では、カドミウム

汚染による腎臓障害の患者が新規に23名も見

つかっています。被害者の救済が続けられな

ければならないことを忘れてはなりません。

大気汚染公害については、医療費助成制度

創設を求めた被害者の要求に対して、2025年

6月2日、公害等調整委員会が請求全面棄却の

裁定を下しました。被害者らは、

7月1日、面的汚染と併せて、沿道汚染をもう

一方の柱に立て、道路管理者の責任も主張す

る新たな訴訟を提起しています。加害の責任

を明らかにし、すべての大気汚染被害者が救

済されなければなりません。

福島原発事故に伴う国の責任を問う裁判

では、国の責任を否定した2022年6月17日最

高裁判所第2小法廷の不当判決を乗り越える

たたかいが続けられています。今なお309㎢

の区域で人の立入りが制限されており、今な

お５万人もの人が避難の継続を余儀なくされ

ています。その被害は広範囲に及んでおり、

福島の復旧・復興が強く求められています。

しかし、アメリカに追従してパリ協定から

離脱する国はなく、1.5℃目標や、2050年ま

でに脱炭素化を目指すことを見直す動きはな

かった。気候変動の深刻化はますます進むと

予測され、再生可能エネルギーの普及も急速

に進んでおり、トランプと言えども、この動

きは止められない。
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わたしたち公害被害者総行動はこれまでも

一貫して戦争に反対してきました。今回のロ

シア、イスラエル、アメリカによる国際法違

反の軍事侵攻を強く非難し、この戦争に断固

反対し、一刻も早い停戦を求めます。

今、求められているのは、専制と隷従、圧

迫と偏狭を永遠に除去し、全世界の人々が、

恐怖と欠乏から解き放たれ、平和に生きる権

利を謳っている日本国憲法の理念に沿った環

境破壊のない、そして人権侵害のない社会の

実現です。

わたしたちは、そのための一歩として、公

害被害者の切り捨てや環境破壊を許さず、次

世代にきれいな環境を引き継ぐため、国民の

皆さんと団結して前進することを訴えます。

2026年6月3日

第51回全国公害被害者総行動交流集会参加者

一同

ノーモア・ミナマタ

福島原発被害訴訟

公害・地球懇

建設アスベスト

建設アスベスト訴訟では、2025年8月、東

京高裁・大阪高裁において被告建材メーカー

との間での和解が成立しました。国との関係

では、2022年施行された建設アスベスト給付

金法により、現在までに9000名を超える救済

が図られてきました。

建材メーカーとの和解成立を契機として、

建材メーカーに資金拠出を義務づけ、全ての

建設アスベスト被害者が裁判によらず早期・

全面的な救済を受けられるようにすることが

求められています。

このほか、軍事基地騒音公害やカネミ油症

被害未認定問題、大深度地下使用等による道

路建設による被害、公害総行動実行委員会に

参加はしていないものの環境を破壊し安全性

を欠くリニア中央新幹線建設や、PFASによる

水質汚染と健康被害問題、都市再開発による

環境破壊など、あらたな問題も噴出しており

被害者・市民の団結が必要です。
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撮影

神山咲子

奥田さが子

大越宏樹

大越稔秋

ご協力ありがとう

ございました。

イタイイタイ病

薬害訴訟 基地騒音公害訴訟

道路全国連大気汚染被害

カネミ油症被害

増田重美実行委員長
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すべての人の尊厳が尊重される社会の実現に向け、

ともに声を上げ続けよう
全国公害被害者総行動実行委員会 大越 宏樹

全国公害被害者総行動実行委員会は、

6・17最高裁包囲行動に心から連帯の意を表し

ます。私たちは長年、公害の現場で被害と向

き合い、行政と司法が人権の最後の砦として

機能することを求め続けてきました。水俣病

では公式確認から70年を経てもなお、差別や

不当な地域の線引き、特措法の周知不足・打

切りなどにより、多くの被害者が救済から取

り残されています。

また大気汚染被害者やアスベスト被害者、

薬害被害者などいまなお多くの人々が困難の

中に置かれ司法による救済を求めています。

とりわけ原発事故は事故当時、公害総行動で

の大臣交渉において大臣自身が史上最大・最

悪の公害と認めた公害ですが、いまなお、福

島民報の報道では5万4000人が避難を続けてい

る実態があります、これほど甚大な被害を生

み、長期に帰還できない現実に対し、2022年

の国の責任を認めない最高裁判決は、あまり

にも被害実態と乖離しているといわざるをえ

ません。

6月15日、6．17最高裁共同行動実行委員会

は昨年に引き続き今年も三度目の最高裁包囲

行動(ヒューマンチェーン)を1000人以上の参

加で成功させました。

公害・地球懇は、全国公害被害者総行動実

行委員会の旗のもとにともにこぶしを掲げま

した。当日、全国公害被害者総行動実行委員

会事務局次長の大越宏樹さんの連帯のメッ

セージを紹介します。

6.17 最高裁包囲行動(ヒューマンチェーン)1000人参加

最高裁を包囲する

司法は本来、いかなる権力からも独立し、

市民の権利と安全を守る存在であるべきで

あり、三権分立の原則を揺るがす状況は看

過できません。被害の現場に根ざす私たち

は、いのちと暮らしを守る観点から、公正

で独立した司法の確立と、取り残されたす

べての被害者の速やかな救済を強く求めま

す。すべての人の尊厳が尊重される社会の

実現に向け、ともに声を上げ続けましょう。

2026年6月
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原発被害関西訴訟、生業訴訟 ノーモア原発被害市民連

原発被害生業訴訟 原発被害ひょうご訴訟、原発汚染水訴訟

公害・地球懇、公害総行動実行委員会 原発被害津島訴訟
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原発被害津島訟訟 公害・地球懇、6.17実行委員会

公害総行動実行委員会

福島原発訴訟弁護団原発被害名古屋訴訟、かながわ訴訟



JNEP 公害・地球環境問題懇談会

12 #349/Jul.2026

発 行 : 公害・地球環境問題懇談会

(公害・地球懇／JNEP)

連絡先 : 〒169－0074 新宿区北新宿１－８－１６

けんせつプラザ東京６０２

TEL   03-3352-3663

FAX  03-3352-9476

郵便振替 : 00140-1-80892

加入者 公害・地球環境問題懇談会

URL     :  http://www.jnep.jp/

活動日誌

5月

23日(土)公害・地球懇2026年度定期総会

27日(水)大気汚染裁判

6月

3日(水)～4日(木)

全国公害被害者総行動デー

14日(日)公開シンポジウム

「福島事故から15年～最高裁判決

と原発再推進を問い直す」

15日(月)最高裁包囲行動

(ヒューマンチェーン)

7月

1日(水)ノーモア・ミナマタ東京裁判

今後の日程

8月

28日(金)～30日(日)

水俣現地調査

9月

15日(火)ノーモア・ミナマタ東京裁判

16日(水)全国大気汚染公害裁判 東京地裁

11日(金)～27日(日)

気候アクションウイーク

25日(金)気候マーチ

日比谷公園 17:30～

お知らせ

公害センターは7月15日

下記の住所に引っ越しました。

〒169－0074 新宿区北新宿１－８－１６

けんせつプラザ東京６０２

電話番号は変わりません

最寄りの駅は

中央線

JR大久保駅

徒歩5分


